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参加を拡大し、国民の声を国会に反映させることで支持を獲得していると論じた（参考文献②） 。確かに民意反映メカニズムの多様化は大きな変化であり、少なくとも国民の消極的支持は獲得できると考えられる。しかしそれは国会機能の一部にすぎな 。また、意見を国会の議論に反映させただけで何らかの応答がなければ、逆に体制への信頼を低下させ 恐れがある。つまり「ガス抜き」 短期的に有効であっても、国民の支持を獲得しかつ長期に維持することできない。　
蒲島は、 「政府が政治参加を通
して伝達される市民の選好 順応的に反応するとき、また市民が参加を通 国家と一体感をもったとき政治システムは安定する」と述べている（参考文献①） 。これは政治体制の種類にかかわらず当
　
ラオス人民革命党は一九七五年
の政権樹立以降、約四〇年間独裁体制を維持している。その特徴は強固な党＝国家体制を維持しながらも、経済・社会状況の変化に柔軟に適応し国民の不満を緩和してきたことにある。もちろん人民革命党は暴力装置を独占する唯一の権力機関であり、体制維持 ためには暴力や抑圧的手段の行使 いとわない。しかし多くの独裁（権威主義）体制研究が指摘するように、暴力や抑圧だけで 独裁体制を維持すること 難しい。体制を安定的 維持する 国民の積極的／消極的支持獲得が必要不可欠なのである（参考文献③④）　
このような課題に対応するため
人民革命党は近年、国会を国民の支持獲得機関 ひとつとして活用し始めた。筆者は以前拙稿で、党が国会と選挙を通じて国民の政治
てはまる議論であろう。つまり独裁者が国民からのインプットに対してどのようなアウトプットを提供するかが、支持獲得にとって重要なのである（参考文献③⑥） 。　
では、ラオスの国会はどのよう
なアウトプット機能をもち国民のインプットに応答 いるのだろうか。本稿では人民革命党 国会を通じてどのよう 国民の支持獲得に努めているかを明らかにする。●国会活用の背景　
ラオスは一九九〇年代に入り市
場経済化を本格化し、特に一九九六年以降は二〇二〇年に最貧国を脱却するという 家目標 掲げ経済発展に邁進してきた。そして二〇〇六年からは年率八％前後の成長を遂げている。　
一方で、経済発展にともない汚
職や経済格差、また土地紛争など
が拡大し国民の不満も高まりつつある。それを受けて人民革命党は、二〇〇一年三月の第七回党大会において国会議員と国民の密接な関係を構築するとの方針 掲げ（参考文献⑦） 、二〇〇三年五月に憲法を改正し国会の位置づけを変更した。　
一九九一年憲法は国会を人民の
代表機関であり（第四条） 、国家の基本的問題を決定する立法機関（第三九条）と定めていた（参考文献⑪） 。一方二〇〇三年改正憲法では、国会は立法機関に加えて「諸民族人民の権利と利益の代表機関」 （第五二条）となり（参考文献⑨） 、国会が誰を代表しまた何を代表するのか位置づけ 役割がより明確になったのである。　
以降、党は徐々に国会改革を行
い、二〇〇五年に国民の権利と利益を守るための具体的な制度としてホットラインと不服申立て制度を構築する。以下、これらの二つの制度についてみよう。●ホットライン　
ホットラインとは国会会期中に
設置される電話、ファクス、ｅメール、私書箱を通じて、国民が国会に対して自由に意見を表明する
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ことができる制度である。当初は、国会審議中の法案や問題に対する意見聴取を想定して導入されたが、実際には土地問題、汚職問題、環境問題、裁判の不正についての訴え、学校や病院建設要請などさまざまな意見が国民から寄せられいる。　
そして議員も国民のこのような
声を背景に、国会で政府に対して厳しい質問を投げかけ始めた。議員は中央か地方どちらのノミネートか、また地元出身かどうかに関係なく、国政や選挙区の問題を国会でとりあげるようになったのである。議員は中央国家機関に所属し国家選挙委員会からノミネートされ選挙区を割り当てられる中央候補者と、地方機関に所属し地方選挙委員会からノミネー され地方候補者にわかれている。つまり、選挙区とは関係が薄い議員が選挙区の問題をとりあげ、反対に中央と関係が薄い議 が国政問題をとりあげるというこ で る。そうするこ で 議員は国民と選挙区の代表という二重の代表性を帯び、国民の代弁者となった。　
ホットラインへの対応方法は大
きく二つある。第一は、会期中に配布される意見リストを基に、議
員が重要と思われる問題を審議の場でとりあげ、政府関係機関に問題解決を促すこ である。その様子はメディアを通じて報道されるため、国民は問題への政府対応を知ることができる。　
たとえば、二〇〇六年一二月の
第六期第二回国会 トーンバン公安大臣 （当時） が、警察が不適切な車両検問により罰金を徴収しているという国民の意見に対して答弁を行った。大臣は警察であっても違法行為は取り締まりの対象になり、適切な対応をとるよう指示したと述べた （
V
ientiane T
im
es, D
e-
cem
ber 15, 2006 ） 。これは全国的
にも関心が高い問題であるため大臣がすぐに回答したと考えられる。　
第二は、国会事務局が集約した
意見を政府官房経由で関係各機関に送り、問題解決を要請するこである。そして国会議員は配布された意見リスト 基に、選挙区の問題が対応されているかどうかをフォローアップする。 かし一回の会議で数百件の意見や不満が寄せられるため、そのすべてに対して行政機関が対応し、議員がフォローアップす のは事実上不可能である。実際は以上のように重要な問題や国民の関心が高い問題だ
けがとりあげられ対応されてきた。　
したがって国民の間には、自身
が提起した問題がなかなか対応されないことに対する不満が徐々に募っていった。これを受けて国会は国民からのインプットに対するアウトプットメカニズムを構築し始める。ヴィセート国会事務局長は、対応の遅さとともに結果が国民に通知されないという問題もあり、人々が質問 回答を確実 得られるチャンネルの構築が必要になったとの見解を示してい（V
ientiane T
im
es, July 5, 2012 ） 。
　
具体的には 『
P
houthen P
asaxon 』
（ 『人民代表』という国会発行の新聞）やラジオ どのメディアを通じて、国民から寄せられた質問に対するほぼすべての回答を普及し始めた。たとえば『人民代表』第四四号（二〇一二年一一月一二～一八日付）には、第七期第三回国会（二〇一二年六月～七月）中にホットラインを通じて寄せられた労働・社会福祉省への意見・質問に対する同省の回答が掲載された。断片的な形ではなく、質問と回答の詳細が新聞に掲載されたのは初めてのことである。　
回答をみると、たとえば傷病兵
への給付金や手当て、 社会保険、 中
国＝ラオス高速鉄道計画など、これまであまり国民に知られていなかった政策や問題への質問に対して、詳細な説明がなされている。このように各質問に丁寧に回答しメディアを通じて 民に通知されれば、質問者だけで く同様の関心をもつ多く 人にも政府の政策や対応を周知できる。　
一方で回答は第三回国会終了か
ら約四カ月後の掲載 あり対応としては遅かった。そこで国会事務局は改善策として、第七期第七回国会 （二〇一 年七月五～二五日）からホットラインで質問を受けた政府機関を召喚し、会期中に記者会見を実施し回答を行うようにしたのである。 事務局が記者会見を設定しわざわざ国会の場で開催していることは、国会が国民の代表として、国家機関と 民の間に立ち問題解決 媒介機能を果たしているこ を明確に表している。　
たとえば第七回国会では会期中
にホットラインを通じ 五二四件の電話があった （
V
ientiane T
im
es, 
A
ugust 1, 2014 ） 。記者会見は『人
民代表』で確認できるだけで六回行われ、各省庁からの代表が国民の質問に詳細に回答してい 。これまで回答に数カ月要していたこ
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とを考えれば大きな変化である。会見の内容はテレビ、 ラジオ、 新聞でも報道されるため国民はすぐに質問への回答 知ることができる。　
以上から、国民が意見や不満を
伝達するインプット機能として始まったホットラインが、徐々にアウトプット機能を備えるようになったことがわかる。国会が国民と政府の間の媒介となり、新聞、テレビ、ラジオなどメディア 通じて質問の当事者だけでなく、幅広く国民に問題とそれに対する政府の回答を周知するように のである。●請願解決法の制定と不服申
立て過程
　
二〇〇五年一一月、国会で請願
解決法が可決された。同法によると、一八歳以上の市民や組織は法律や規則に違反し、国家や集団利害または自身の権利と利益に抵触すると考えられる個人や組織の行動・決定について、問題解 を要請する請願書を関係機関に提出することができ 。請願書 は、⑴国家行政機関に提出する要望書、⑵捜査機関、検察院または裁判所に提出する提訴状、⑶国会に提出する不服申立て書の三種類あ
⑴は行政機関に対して行政にかかわる事案を解決するよう要請すること、⑵ 民事／刑事訴訟法に沿って法的審理による問題解決を請する そして⑶は、国家行政機関または検察院や裁判所の決定が公正でない 判断 た場合に国会に対して不服を申立てることである。つまり国会は国民の不満を解決する最終 と位置づけられている　
不服申立過程は以下のようにな
っている。不服申立人は各県に設置されている国会事務所に書面や口頭で不服を申立て 。また不服申立ては、議員が村々を訪問した際にも行われる。そして所や各県の議員団（各選挙区選出の議員により構成される。ラオスは各県＝選挙区となっている）が審議し、行政 司法 決定を支持するか、または審議や 直しを決定する。ただし内容 地方国会事務所職員や選挙区常任議員がその場で対応することもある。また、解決が容易でない問題 県設置されている法律遵守委員会に送られる。法律遵守委員会とは行政や司法機関 国 議員など ら構成され、県内の各機関が憲法や法律を遵守してい か監督すると
ともに、住民の不服申立てや訴えを審議する組織である。また不服申立てが妥当であり、教育問題や保健・衛生問題など対応すべき行政機関が明らかな場合は、該当する機関に問題解決を要請する。そして審議結果や回答は国会議員団を通じて不服申立人に通達する。不服申立人は決定 不満であれば国会常務委員会に再度不服申立てを行うことができ 。　
たとえば第一五選挙区チャンパ
ーサック県 議員団で 、二〇一二／一三年度（ラオスの財政年度は一〇月～翌年九月）に八五件の不服申立書を受理した。そのうち司法部門への不服申立てが四二件、行政部門に対するものが四三件あり、解決に至った三七件のうち国会への問題送付が八件、裁判所の判決支持が一〇件、行政機関の決定支持が九件 裁判所 審議やり直しを命じたの あた（参考文献⑩） 。　
国会で中心的に対応するのは国
会請願・国籍局と法務委員会である。国会が地方からの不服申立てを受けた後、同局は必要に応じて関係各機関と連携し追加 情報を加え、申立てや証拠などを審議する。そして裁判所の判決支持／不
支持の決定については、法務委員会が最終承認を行う。支持の場合は国会常務委員会名義で同意書を司法省と裁判所に公布し、判決の執行を求める。不支持による審議見直しの場合も同様に、国 常務委員会名義で検察院に対して同意書を公布し捜査のやり直しを求める。　
一方行政問題については、経済
問題は国会の経済・計画・財政委員会に、文化・社会問題は文化・社会委員会で審議、最終決定が行われ、結果 ついては同様に国会常務委員 名義の同意書が公布される。　
以上の不服申立て過程からは、
国会や国会議員が具体的な解決策を示すわけではないが 中央と地方の二つのレベルで国民の不満に直接応答するとともに、行政と司法機関の権力の逸脱や不正を監督し、国民と両機関の間に入り問題解決の媒介機能を果たしていることがわかる。つまり国会は国民に直接応答する「垂 的アカウンタビリティ」 、行政と司法機関に対する「水平的アカウンタビリティ」 、そして国民と両機関の間媒介として 代理アカウンタティ」を果たしているのであ 。
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特集❶：ラオスにおける国民の支持獲得過程 ―国会を通じた不満吸収と国民への応答メカニズム―
●おわりに　
ホットラインと不服申立制度は
二〇〇六年から徐々に機能し始め、今では国会が国民の意見や不満への対応機関となっている。そしてこのような国会の変化を「民主化の鼓動」と肯定的にとらえる研究者もいる（参考文献⑤） 。　
しかし近年の比較政治学では、
政党、議会、選挙などの民主的制度が独裁（権威主義）体制の持続に寄与することが明らかにされつつあり、必ずしも政治制度改革と民主化を結びつけていない。またラオスにおける政治制度改革も当初から体制維持を目的と て始まった。 の政治改革の始まりとされる一九九一年の第五回党大会でカイソーン党書記長（当時）は、政治改革は政治 転換ではなく、国家機関の作業様式の改善と権威の向上だと明確に述べている（参考文献⑧） 。そしてこのような党の姿勢は現在でも変わっていな 。そうであれば、近年国会の変化は「民主化」ではなく体制維持の観点から らえるべきだろう。　
ラオスの国会をみると、国民の
意見や不満が に集中す よな制度が構築され、国会が多様な
アカウンタビリティ機能を通じて、国民に何らかのアウトプットを提供していることがわかった。　
もちろん国民が納得する結果と
ならない場合も多い。しかし国民の意見や要望に順応的に反応しつ応答するかぎり、少なく も国民の不満が反体制活動のよう 制度外に表出する可能性は低く ろう。二つ 制度 今後も長期的に国民の不満を緩和 とは考えられないが、現時点ではホットラインと不服申立制度 より、国民の不満は人民革命党のコントロールの範囲内に抑えられ 党の正当性は保たれているのである。（やまだ
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